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決算期の変更について
当社グループは、マネジメントサイクルを統一することでグループ一体となった経営を推進するとともに、業績等の経営情報の適時・適切な開示により経営の透明性をさらに高
めることを目的として、2019年度より決算日を3月31日に変更または連結決算日に仮決算を行う方法に変更しています。2019年度は、海外グループ会社19社の決算期の変
更により2019年1月1日から2020年3月31日までの15ヵ月決算、2022年度は、INDUSTRIAL FOOD SERVICES、巴洛美巧克力製造（上海）有限公司の決算期の変更により、
それぞれ15ヵ月、14ヵ月決算となっています。

（単位：百万円）
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 13,009 21,217 18,589 20,463 15,926 19,002

　　受取手形及び売掛金 64,031 71,192 65,749 65,954 81,121 93,023

　　商品及び製品 23,866 31,315 33,932 31,832 40,786 49,082

　　原材料及び貯蔵品 24,474 53,895 45,529 36,960 55,249 56,662

　　その他 5,841 8,068 5,056 5,746 8,468 10,173

　　貸倒引当金 △ 419 △ 254 △ 196 △ 221 △ 217 △ 173

　　流動資産合計 130,805 185,435 168,662 160,736 201,334 227,771

固定資産
　有形固定資産
　　建物及び構築物（純額） 35,279 39,562 37,988 37,468 39,485 44,374

　　機械装置及び運搬具（純額） 35,856 49,671 48,473 49,472 58,137 64,308

　　土地 14,734 18,052 18,243 17,719 20,659 21,226

　　使用権資産（純額） ― ― ― ― 4,370 13,277

　　建設仮勘定 6,638 7,580 12,593 17,810 15,283 13,833

　　その他（純額） 2,374 2,461 6,308 6,963 2,690 2,834

　　有形固定資産合計 94,883 117,327 123,606 129,435 140,628 159,855

　無形固定資産
　　のれん 11,647 34,083 29,227 25,590 27,008 27,245

　　顧客関連資産 ̶ 20,197 18,080 16,046 16,954 17,793

　　その他 10,430 12,860 12,371 11,075 11,734 12,283

　　無形固定資産合計 22,077 67,140 59,679 52,712 55,697 57,322

　投資その他の資産
　　投資有価証券 16,484 12,388 8,133 7,411 7,122 14,378

　　退職給付に係る資産 2,076 2,707 2,238 4,670 4,952 4,791

　　繰延税金資産 642 1,178 1,504 642 708 649

　　その他 3,915 4,468 3,417 2,778 6,110 3,988

　　貸倒引当金 △ 154 △ 123 △ 119 △ 61 △ 62 △ 63

　　投資その他の資産合計 22,964 20,620 15,173 15,441 18,831 23,745

　固定資産合計 139,925 205,088 198,459 197,589 215,156 240,922

　繰延資産
　　社債発行費 ― ― 243 185 126 95

　　繰延資産合計 ― ― 243 185 126 95

資産合計 270,731 390,524 367,365 358,511 416,617 468,789

（単位：百万円）
2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金 25,210 31,723 26,671 28,222 40,654 40,285

　　短期借入金 19,747 114,249 51,300 36,965 44,518 76,091

　　1年内償還予定の社債 ― ― ̶ ̶ 10,000 ̶
　　コマーシャル・ペーパー 5,000 ― 10,000 10,000 10,000 10,000

　　未払法人税等 2,263 1,531 2,935 2,608 1,727 1,872

　　賞与引当金 2,415 2,533 2,589 2,140 2,588 2,764

　　役員賞与引当金 86 106 128 87 62 52

　　その他 12,738 18,188 11,859 10,993 11,290 14,826

　　流動負債合計 67,460 168,333 105,484 91,017 120,840 145,891

　固定負債
　　社債 10,000 10,000 45,000 45,000 35,000 41,000

　　長期借入金 21,865 36,205 39,931 39,344 49,251 41,325

　　繰延税金負債 3,221 12,788 12,300 13,510 15,038 15,762

　　退職給付に係る負債 2,088 1,992 2,028 1,958 1,996 1,885

　　リース債務 ̶ ̶ ̶ ̶ 2,854 9,790

　　その他 1,196 1,976 4,634 4,790 2,141 2,149

　　固定負債合計 38,372 62,963 103,894 104,604 106,282 111,914

　負債合計 105,833 231,297 209,379 195,621 227,122 257,806

純資産の部
　株主資本
　　資本金 13,208 13,208 13,208 13,208 13,208 13,208

　　資本剰余金 15,609 12,478 11,730 11,945 11,945 14,757

　　利益剰余金 129,031 136,315 148,119 152,675 159,664 161,305

　　自己株式 △ 1,750 △ 1,752 △ 1,753 △ 1,968 △ 1,954 △ 1,946

　　株主資本合計 156,098 160,249 171,306 175,860 182,864 187,324

　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 5,543 4,176 2,272 1,810 1,523 1,593

　　繰延ヘッジ損益 △ 329 △ 9 124 483 1,070 △ 547

　　為替換算調整勘定 △ 592 △ 7,487 △ 16,950 △ 18,150 1,079 15,108

　　退職給付に係る調整累計額 △ 509 △ 507 △ 1,285 20 △ 161 △ 657

　　その他の包括利益累計額合計 4,112 △ 3,829 △ 15,838 △ 15,837 3,512 15,496

　非支配株主持分 4,686 2,806 2,518 2,866 3,117 8,163

　純資産合計 164,897 159,227 157,986 162,890 189,495 210,983

負債純資産合計 270,731 390,524 367,365 358,511 416,617 468,789

連結財務諸表（日本基準）
連結貸借対照表
不二製油グループ本社株式会社および連結子会社／2017年度～2022年度 3月31日現在
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（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 
（海外15ヵ月） 2020年度 2021年度 2022年度

売上高 307,645 300,844 414,727 364,779 433,831 557,410

売上原価 244,145 235,593 334,411 298,915 367,519 485,166

売上総利益 63,500 65,250 80,315 65,864 66,312 72,244

販売費及び一般管理費 43,018 46,725 56,717 47,952 51,303 61,303

営業利益 20,481 18,525 23,598 17,911 15,008 10,940

営業外収益
　受取利息 434 305 266 181 566 452

　受取配当金 183 144 121 83 76 82

　為替差益 ― 32 489 467 ̶ 296

　持分法による投資利益 147 458 100 333 144 1,007

　デリバティブ評価益 ― ― ̶ 259 98 ̶
　その他 514 490 682 417 477 749

　営業外収益合計 1,279 1,025 1,662 1,742 1,363 2,588

営業外費用
　支払利息 716 510 2,106 1,415 977 2,563

　為替差損 230 ― ̶ ̶ 211 ̶
　貸倒引当金繰入額 298 ― ̶ ̶ ̶ ̶
　その他 531 863 794 673 822 1,274

　営業外費用合計 1,776 1,374 2,900 2,089 2,011 3,838

経常利益 19,983 18,176 22,359 17,565 14,360 9,690

特別利益
　固定資産売却益 ̶ 19 899 12 758 112

　投資有価証券売却益 802 2,182 1,987 526 385 426

　短期売買利益受贈益 348 ― ̶ ̶ ̶ ̶
　事業譲渡益 ― ― 152 ̶ ̶ ̶
　関係会社株式売却益 ― ― ̶ 530 ̶ ̶
　関係会社出資金売却益 ― ― ̶ ̶ 910 ̶
　還付税金 ― ― ̶ ̶ 758 141

　抱合せ株式消滅差益 ― ― ̶ ̶ ̶ 5

　特別利益合計 1,151 2,202 3,038 1,069 2,812 686

特別損失
　固定資産売却損 ― ― ― 35 50 7

　固定資産除却損 ̶ ̶ 447 365 546 370

　固定資産処分損 440 665 ̶ ̶ ̶ ̶
　減損損失 836 2,039 900 1,110 43 ̶
　災害による損失 ― 505 ̶ ̶ ̶ ̶
　関係会社事業再構築損失 767 200 489 ̶ 242 90

　関係会社株式評価損 34 428 158 102 ̶ ̶
　関係会社出資金評価損 221 ― ̶ ̶ ̶ ̶
　投資有価証券売却損 ― ― ̶ ̶ ̶ 4

　賃貸借契約解約損 ― ― 120 ̶ ̶ ̶
　特別損失合計 2,301 3,840 2,117 1,614 883 473

税金等調整前当期純利益 18,833 16,538 23,279 17,020 16,289 9,903

法人税、住民税及び事業税 5,165 3,974 5,824 4,025 4,418 4,465

法人税等調整額 △ 606 562 539 1,769 218 △ 715

法人税等合計 4,558 4,536 6,364 5,794 4,636 3,750

当期純利益 14,274 12,002 16,915 11,226 11,653 6,152

非支配株主に帰属する当期純利益 532 420 539 211 148 25

親会社株主に帰属する当期純利益 13,742 11,582 16,375 11,014 11,504 6,126

（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 
（海外15ヵ月） 2020年度 2021年度 2022年度

当期純利益 14,274 12,002 16,915 11,226 11,653 6,152

その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 59 △ 1,367 △ 1,903 △ 462 △ 286 70

　繰延ヘッジ損益 △ 331 279 151 358 587 △ 1,618

　為替換算調整勘定 △ 791 △ 7,590 △ 9,777 △ 1,035 19,301 14,670

　退職給付に係る調整額 635 1 △ 777 1,305 △ 181 △ 496

　持分法適用会社に対する持分相当額 △ 23 △ 98 △ 167 94 180 32

　その他の包括利益合計 △ 451 △ 8,775 △ 12,474 260 19,601 12,658

包括利益 13,823 3,226 4,440 11,486 31,254 18,811

　（内訳）
　　親会社株主に係る包括利益 13,444 3,640 4,365 11,016 30,854 18,847

　　非支配株主に係る包括利益 378 △ 413 74 470 400 △ 36

連結損益計算書
不二製油グループ本社株式会社および連結子会社／2017年度～2022年度 3月31日に終了した各会計年度

連結包括利益計算書
不二製油グループ本社株式会社および連結子会社／2017年度～2022年度 3月31日に終了した会計年度

事業別売上高
（億円）

（年度）

 植物性油脂事業（油脂事業）　  製菓・製パン素材事業　  業務用チョコレート事業　  乳化・発酵素材事業　  大豆加工素材事業（大豆事業）

注： 1  売上高は外部売上高。
  2  大豆加工素材事業に含まれていた豆乳およびUSS豆乳製品を2021年度から乳化・発酵素材事業に変更したため、2020年度実績を遡及修正して表示。
  3  2019年度に事業セグメントの変更を行い、油脂事業は植物性油脂事業に、大豆事業は大豆加工素材事業にそれぞれ名称を変更。製菓・製パン素材事業は、業務用チョコレー

ト事業と乳化・発酵素材事業に分割を実施。
  4  2019年度に、欧州の植物性油脂事業は、植物性油脂事業と業務用チョコレート事業に分割を実施。
  5  2018年度は上記3.4.の変更を遡及して記載。

連結財務諸表（日本基準）
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営業利益・親会社株主に帰属する当期純利益
（億円）

（年度）

 営業利益　  親会社株主に帰属する当期純利益
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設備投資額と減価償却費
（億円）

（年度）

 設備投資額　  減価償却費　

（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 
（海外15ヵ月） 2020年度 2021年度 2022年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税金等調整前当期純利益 18,833 16,538 23,279 17,020 16,289 9,903
　減価償却費 10,900 11,989 15,537 14,336 15,285 17,671
　のれん償却額 ̶ 709 2,399 2,071 2,160 2,629
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 1,053 △ 630 469 △ 2,432 △ 281 161
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,091 △ 39 △ 1,018 2,173 △ 295 △ 880
　受取利息及び受取配当金 △ 617 △ 449 △ 388 △ 265 △ 643 △ 534
　支払利息 716 510 2,106 1,415 977 2,563
　減損損失 836 2,039 900 1,110 43 ̶
　関係会社事業再構築損失 ̶ ̶ 489 ̶ ̶ ̶
　関係会社株式売却損益（△は益） ― ― ̶ △ 530 ̶ ̶
　災害による損失 ― 505 ̶ ̶ ̶ ̶
　持分法による投資損益（△は益） △ 147 △ 84 △ 100 △ 333 △ 144 △ 1,007
　投資有価証券売却損益（△は益） △ 802 △ 2,182 △ 1,987 △ 526 △ 385 △ 422
　固定資産処分損益（△は益） 440 646 △ 451 388 △ 161 227
　関係会社出資金売却損益（△は益） ― ― ̶ ̶ △ 910 ̶
　関係会社株式評価損 34 428 158 102 ̶ ̶
　関係会社出資金評価損 221 ― ̶ ̶ ̶ ̶
　売上債権の増減額（△は増加） △ 5,006 1,062 2,877 △ 1,078 △ 10,183 △ 8,144
　棚卸資産の増減額（△は増加） 4,377 △ 1,298 4,032 10,041 △ 20,962 △ 3,533
　仕入債務の増減額（△は減少） 1,983 △ 887 △ 4,049 1,913 8,940 △ 2,528
　その他 1,647 △ 581 △ 2,803 △ 1,418 △ 255 △ 459
　小計 33,457 28,275 41,453 43,990 9,473 15,646
　利息及び配当金の受取額 621 442 399 270 383 1,101
　利息の支払額 △ 714 △ 536 △ 1,996 △ 1,526 △ 941 △ 2,411
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △ 5,158 △ 5,544 △ 2,797 △ 4,529 △ 5,378 △ 6,741
　営業活動によるキャッシュ・フロー 28,206 22,637 37,058 38,205 3,537 7,594
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 △ 13,919 △ 15,101 △ 19,701 △ 19,927 △ 18,107 △ 18,404
　有形固定資産の売却による収入 ― 391 1,165 24 1,279 1,699
　無形固定資産の取得による支出 △ 1,395 △ 1,884 △ 1,847 △ 954 △ 1,019 △ 1,126
　投資有価証券の取得による支出 △ 12 △ 13 △ 17 △ 9 △ 101 △ 297
　投資有価証券の売却による収入 1,749 4,221 2,976 767 684 591
　子会社株式の取得による支出 ― △ 65,262 ̶ ̶ ̶ ̶
　関係会社の清算による収入 ― ― 288 84 ̶ ̶
　 連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の 
取得による収入

32 ― ̶ ̶ ̶ ̶

　関連会社株式取得による支出 △ 815 ― ̶ ̶ ̶ ̶
　 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
売却による収入

― ― ― 1,145 ̶ ̶

　出資金の払込による支出 ― ― ̶ ̶ △ 325 △ 105
　 連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の 
売却による支出

― △ 1,012 △ 225 ̶ △ 155 ̶

　子会社出資金の売却による収入 ― ― ― ― ― 1,394
　長期貸付金の回収による収入 ― ― 30 1,742 16 8
　長期前払費用の取得による支出 ― ― ̶ ̶ △ 773 ̶
　その他 △ 149 △ 444 △ 973 △ 267 △ 303 △ 247
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,510 △ 79,104 △ 18,302 △ 17,395 △ 18,807 △ 16,487

（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度 
（海外15ヵ月） 2020年度 2021年度 2022年度

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少） △ 8,994 82,914 △ 81,563 1,731 8,175 19,458
　コマーシャル・ペーパーの純増減額 
　（△は減少）

5,000 △ 5,000 10,000 ̶ ̶ ̶

　長期借入れによる収入 1,248 2,764 29,516 9,040 14,836 7,608
　長期借入金の返済による支出 △ 6,444 △ 5,243 △ 6,811 △ 25,308 △ 8,446 △ 7,328
　社債の発行による収入 ― ― 34,707 ̶ ̶ 5,967
　社債の償還による支出 ― ― ― ̶ ̶ △ 10,000
　配当金の支払額 △ 3,868 △ 4,297 △ 4,469 △ 4,730 △ 4,475 △ 4,475
　非支配株主への配当金の支払額 △ 124 △ 126 △ 137 △ 128 △ 122 △ 189
　 連結の範囲の変更を伴わない 
子会社株式の取得による支出

△ 125 △ 4,874 △ 1,094 ̶ ̶ ̶

　 連結の範囲の変更を伴わない 
子会社出資金の取得による支出

― △ 517 ̶ ̶ ̶ ̶

　 連結の範囲の変更を伴わない 
子会社株式の売却による収入

̶ ̶ ̶ 79 ̶ ̶

　その他 △ 144 △ 131 △ 821 △ 613 △ 579 △ 1,235
　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,452 65,487 △ 20,674 △ 19,931 9,387 9,804
現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 122 △ 811 △ 829 995 1,345 349
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 120 8,208 △ 2,748 1,873 △ 4,536 1,260
現金及び現金同等物の期首残高 12,681 12,999 21,207 18,578 20,452 15,915
非連結子会社との合併に伴う現金及び 
現金同等物の増加額

― ― ― ̶ ̶ 16

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 197 ― 119 ̶ ̶ 1,798
現金及び現金同等物の期末残高 12,999 21,207 18,578 20,452 15,915 18,991

連結キャッシュ・フロー計算書
不二製油グループ本社株式会社および連結子会社／2017年度～2022年度 3月31日に終了した各会計年度

連結財務諸表（日本基準）

キャッシュ・フロー
（億円）

（年度）

 営業キャッシュ・フロー　  投資キャッシュ・フロー　  財務キャッシュ・フロー　  フリー・キャッシュ・フロー
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各種指標
（単位：億円）

2017年度 2018年度 2019年度*1 2020年度 2021年度 2022年度*2 2023年度計画*3

EBITDA 321 312 415 343 324 312 365

設備投資額 147 159 180 208 173 215 ̶
減価償却費 100 110 130 118 127 146 ̶
有利子負債 566 1,605 1,462 1,313 1,488 1,684 1,270

NET有利子負債 436 1,392 1,276 1,108 1,328 1,494 1,120

NET運転資本 633 171 632 697 805 819 ̶

NET有利子負債/EBITDA 1.4倍 4.5倍 3.1倍 3.2倍 4.1倍 4.8倍 3.1倍
自己資本比率 59.2% 40.1% 42.3% 44.6% 44.7% 43.3% 50.1%

D/Eレシオ*4 0.35倍 1.03倍 0.94倍 0.82倍 0.80倍 0.83倍 0.58倍

Net D/Eレシオ*5 0.28倍 0.87倍 0.75倍 0.63倍 0.73倍 0.80倍 0.56倍
営業キャッシュ・フロー 282 226 371 382 35 76 400

投資キャッシュ・フロー △ 145 △ 791 △ 183 △ 174 △ 188 △ 165 20

フリー・キャッシュ・フロー 137 △ 565 188 208 △ 153 △ 89 420

ROE 8.8% 7.3% 10.5% 7.0% 6.6% 3.1% 7.6%

ROA 7.4% 5.5% 5.9% 4.8% 3.7% 2.2% 3.3%

売上高営業利益率 6.7% 6.2% 5.7% 4.9% 3.5% 2.0% 3.0%

ROIC*6 6.6% 4.1% 5.4% 4.3% 3.1% 2.0% 3.3%

CCC 103日 105日*7 113日*8 107日 115日 104日 98日
期末株価 3,210円 3,790円 2,608円 2,953円 1,980円 1,923円 ̶

1株当たり当期純利益 159.87円 134.75円 190.51円 128.14円 133.84円 71.27円 186.12円

1株当たり純資産 1,863.83円 1,819.74円 1,808.65円 1,861.67円 2,168.13円 2,359.34円 ̶

* 1 2019年度は、海外グループ会社19社の決算期の変更により2019年1月1日から2020年3月31日までの15ヵ月決算となっています。
* 2 2022年度は、INDUSTRIAL FOOD SERVICES、巴洛美巧克力製造（上海）有限公司の決算期の変更により、それぞれ15ヵ月、14ヵ月決算となっています。
* 3 計画値は、2023年5月10日現在。
* 4 D/Eレシオ=負債／自己資本
* 5 Net D/Eレシオ=Net有利子負債／株主資本
* 6 ROIC=営業利益×（1–法人税率）÷（有利子負債+自己資本）
* 7 2018年度のCCCはブラマーを除いています。
* 8 15ヵ月決算を適用した海外グループ会社については12ヵ月換算し算出しています。

所在地別および事業別売上高・営業利益
（単位：百万円）

2018年度 2019年度 
（海外12ヵ月）*1 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度計画*3

売上高
植物性油脂事業 日本 36,782 35,430 35,221 43,387 56,432 56,700

米州 28,782 28,200 30,333 43,839 79,217 64,400
東南アジア 17,793 16,313 14,987 20,982 30,858 29,700
中国 2,893 2,524 2,714 2,994 3,374 3,100
欧州 *2 19,889 15,417 15,156 23,772 33,564 29,600
合計 106,142 97,886 98,413 134,976 203,448 183,500

業務用チョコレート事業 日本 38,560 38,189 36,271 39,537 42,248 44,600
米州 17,247 116,667 107,738 122,233 153,324 155,800
東南アジア 9,862 10,593 9,729 12,540 18,168 19,800
中国 2,896 2,791 5,628 6,392 7,467 7,100
欧州 *2 3,533 3,479 3,076 4,834 7,304 7,900
合計 72,100 171,723 162,445 185,540 228,513 235,200

乳化・発酵素材事業 日本 62,487 60,519 49,725 51,292 57,697 58,700
東南アジア 11,366 9,766 9,208 11,981 16,071 17,600
中国 12,639 10,735 11,664 15,872 17,395 19,000
合計 86,492 81,021 70,599 79,146 91,164 95,300

大豆加工素材事業 日本 33,129 31,039 31,644 32,315 33,248 34,800
中国 2,981 2,001 1,677 1,852 1,035 1,100
欧州 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 100
合計 36,110 33,040 33,321 34,167 34,284 36,000

売上高合計 300,844 383,672 364,779 433,831 557,410 550,000

営業利益
植物性油脂事業 日本 3,984 4,626 4,450 3,806 3,950 3,829

米州 1,753 2,731 1,927 333 △ 938 2,048
東南アジア 929 1,325 1,091 2,120 2,959 1,623
中国 306 156 167 11 △ 187 △ 227
欧州 *2 842 1,196 75 1,236 1,383 1,231
連結調整 9 88 160 △ 107 △ 145 28
合計 7,825 10,124 7,872 7,401 7,021 8,532

業務用チョコレート事業 日本 6,446 6,974 5,874 6,325 5,629 5,312
米州 1,360 △ 775 1,268 244 △ 2,026 1,292
東南アジア 961 865 349 651 882 1,392
中国 △ 28 66 △ 166 135 38 △ 96
欧州 *2 323 365 233 174 375 309
連結調整 △ 1,306 49 48 17 73 29
合計 7,756 7,547 7,608 7,548 4,973 8,238

乳化・発酵素材事業 日本 1,830 2,103 1,462 1,794 2,163 2,023
東南アジア 198 252 △ 152 △ 864 △ 432 215
中国 991 1,055 1,318 530 △ 185 786
連結調整 300 167 75 157 △ 54 33
合計 3,320 3,577 2,703 1,617 1,490 3,058

大豆加工素材事業 日本 2,648 3,369 3,303 2,049 1,346 1,330
中国 584 527 331 317 284 380
欧州 ̶ △ 23 △ 126 △ 296 △ 376 △ 724
連結調整 56 276 △ 24 78 22 40
合計 3,289 4,150 3,484 2,149 1,277 1,026

連結調整・グループ管理費用 △ 3,665 △ 3,940 △ 3,756 △ 3,708 △ 3,822 △ 4,355
営業利益合計 18,525 21,459 17,911 15,008 10,940 16,500

注：2021年度から大豆加工素材事業の豆乳およびUSS豆乳製品を、乳化・発酵素材事業に振り替えたことから、2019年度（海外12ヵ月）、2020年度は遡及修正済み。
* 1 決算期変更を行った海外グループ会社19社は、2019年4月から2020年3月の12ヵ月の数値。
* 2  2019年度第1四半期より、欧州を「植物性油脂事業」と「業務用チョコレート事業」に分けて表示（従来は「植物性油脂事業」に含む）。
* 3  計画値は2023年5月10日現在。

財務分析

営業キャッシュ・フローの配分
（億円）

（年度）

 営業CF　  投資CF　  配当総額　  配当を考慮したFCF
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2022年度 実績

連結業績
（単位：億円）

参考
前年度比

2020年度 2021年度 2022年度 増減額 増減率

売上高 植物性油脂事業 984 1,350 2,034 +685 +50.7%

業務用チョコレート事業 1,624 1,855 2,285 +430 +23.2%

乳化･発酵素材事業 706* 791 912 +120 +15.2%

大豆加工素材事業 333* 342 343 +1 +0.3%

合計 3,648 4,338 5,574 +1,236 +28.5%

営業利益 植物性油脂事業 79 74 70 △ 4 –5.1%

業務用チョコレート事業 76 75 50 △ 26 –34.1%

乳化･発酵素材事業 27* 16 15 △ 1 –7.8%

大豆加工素材事業 35* 21 13 △ 9 –40.6%

連結調整・グル̶プ管理費用 △ 38 △ 37 △ 38 △ 1 ̶
合計 179 150 109 △ 41 –27.1%

営業利益率 4.9% 3.5% 2.0% △ 1.5pt ̶
経常利益 176 144 97 △ 47 –32.5%

親会社株主に帰属する当期純利益 110 115 61 △ 54 –46.7%

 * 2021年度から大豆加工素材事業の豆乳およびUSS豆乳製品を、乳化・発酵素材事業に振り替えたことから、2020年度を遡及修正済み。

営業利益分析
原材料価格の上昇に伴う販売価格改定および米州油脂新工場の稼働による販売数量増加に注力したものの、ブラマーでのカカオ加工設備不良や販売数
量の減少、新工場稼働に伴う経費増加や採算性の低下、中国での販売数量の減少などにより41億円の減益。

＜セグメント別＞
植物性油脂事業
東南アジアでの堅調な販売が寄与したものの、米州での新工場稼働開始に伴う減価償却費等の固定費の増加や採算性の低下により減益。
業務用チョコレート事業
ブラジルでの堅調な販売があったものの、北米の人件費等の固定費の増加や第2四半期に発生したカカオ加工設備不良による生産数量の減少や日本に
おいて販売数量目標を下回ったことにより減益。
乳化・発酵素材事業
日本でのクリームやマーガリンの販売数量の増加があったものの、中国のゼロコロナ政策長期化による需要減退等を受けた販売数量の減少により減益。
大豆加工素材事業
日本での機能剤の販売伸長が寄与したものの、大豆たん白素材および大豆たん白食品の販売数量の減少、欧州新工場の先行費用により減益。

2022年度営業利益増減要因
（億円）

2023年度営業利益予想増減要因
（億円）

2023年度 業績予想 （2023年5月10日現在）

連結業績
（単位：億円）

参考
前年度比

2021年度 2022年度 2023年度予想 増減額 増減率

売上高 植物性油脂事業 1,350 2,034 1,835 △ 199 –9.8%

業務用チョコレート事業 1,855 2,285 2,352 +67 +2.9%

乳化･発酵素材事業 791 912 953 +41 +4.5%

大豆加工素材事業 342 343 360 +17 +5.0%

合計 4,338 5,574 5,500 △ 74 –1.3%

営業利益 植物性油脂事業 74 70 85 +15 +21.5%

業務用チョコレート事業 75 50 82 +33 +65.7%

乳化･発酵素材事業 16 15 31 +16 +105.2%

大豆加工素材事業 21 13 10 △ 3 –19.7%

連結調整・グループ管理費用 △ 37 △ 38 △ 44 △ 5 ̶
合計 150 109 165 +56 +50.8%

営業利益率 3.5% 2.0% 3.0% +1.0pt ̶
経常利益 144 97 150 +53 +54.8%

親会社株主に帰属する当期純利益 115 61 160 +99 +161.1%

  

営業利益分析
東南アジアの一過性収益の剥落はあるものの、ブラマーでの一過性損失の回復、米州油脂の資産入れ替えと採算性改善、中国での販売数量の回復な
どにより56億円の増益の見通し。

＜セグメント別＞
植物性油脂事業
東南アジアの一過性収益の剥落はあるものの、米州油脂の資産入れ替えと採算性改善により増益の見通し。
業務用チョコレート事業
北米での景況悪化が上期まで継続する見通しであるものの、2022年度のブラマーのカカオ加工設備不良による一過性損失の回復、収益性改善により増
益の見通し。
乳化・発酵素材事業
中国での販売数量の回復および東南アジアでの採算性改善により増益の見通し。
大豆加工素材事業
日本での販売強化を図るものの、欧州新工場の先行費用により減益の見通し。

財務分析

2022年度営業利益は、原材料・物流費などの上昇、設備費などの固定費増加により、41億円の減益
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新規設備投資や2022年度の一過性収益の反動もあるが、販売数量の増加により56億円の増益の見通し
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連結業績
（単位：億円）

2019年度 
海外12ヵ月（4~3月）* 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度計画

売上高 日本 354 352 434 564 567

米州 282 303 438 792 644

東南アジア 163 150 210 309 297

中国 25 27 30 34 31

欧州 154 152 238 336 296

合計 979 984 1,350 2,034 1,835

営業利益 日本 46 45 38 40 38

米州 27 19 3 △ 9 20

東南アジア 13 11 21 30 16

中国 2 2 0 △ 2 △ 2

欧州 12 1 12 14 12

連結調整 1 2 △ 1 △ 1 0

合計 101 79 74 70 85

営業利益率 10.3% 8.0% 5.5% 3.4% 4.6%

*  2019年度は海外グループ会社19社の決算期の変更を実施。海外12ヵ月（4～3月）は、2019年4月1日～2020年3月31日の12ヵ月間として調整した金額。

前年同期比販売数量推移
2019年度 
海外15ヵ月 2020年度 2021年度 2022年度

チョコレート用油脂 96% 90% 103% 92%

営業利益分析

2022年度実績 2023年度計画

日本 フライ用油脂などが堅調に推移したことに加え、販売価格改定の
推進で採算性が改善したことにより増益。

物流費高騰に伴う適正価格への改定継続と品質で差別化された
高付加価値製品の拡販などに取り組むも、微減益を計画。

米州

新型コロナウイルス感染拡大の影響による新工場のインフラ整備
遅延、景況悪化に伴う顧客在庫調整による引き取り遅延、国内
運賃の上昇および高値原料の使用先行による採算性の低下など
により減益。

2022年度の顧客引き取り遅延の解決による販売数量の回復、製
品ポートフォリオの高付加価値化推進、高値原料の消化による採
算性改善を見込み増益を計画。

東南アジア
インドネシアの禁輸の影響によるマレーシア産パーム油の一過性需
要の発生、適切な調達による採算性の確保、欧州向け認証パーム
油の堅調な販売により増益。

グループへの認証パーム油の供給拡大に向けた基盤整備および高
付加価値製品の拡販継続に取り組むも、好調な前期からの反動減
により減益計画。

欧州 新型コロナウイルス感染拡大などの影響から回復した堅調な需要
に、フル生産で対応できたことで増益。

チョコレート用油脂の原料のコスト競争力の強化および拡販、製造
能力増強の実施を計画。

事業別データ
植物性油脂事業

売上高 
（億円）

営業利益／営業利益率 
（億円） （%）

 日本　  米州　  東南アジア　  中国　  欧州　 （左軸）  日本　  米州　  東南アジア　  中国　  欧州　  連結調整　（右軸） ■ 営業利益率

連結業績
（単位：億円）

2019年度 
海外12ヵ月（4~3月）* 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度計画

売上高 日本 382 363 395 422 446

米州 1,167 1,077 1,222 1,533 1,558

東南アジア 106 97 125 182 198

中国 28 56 64 75 71

欧州 35 31 48 73 79

合計 1,717 1,624 1,855 2,285 2,352

営業利益 日本 70 59 63 56 53

米州 △ 8 13 2 △ 20 13

東南アジア 9 3 7 9 14

中国 1 △ 2 1 0 △ 1

欧州 4 2 2 4 3

連結調整 0 0 0 1 0

合計 75 76 75 50 82

営業利益率 4.4% 4.7% 4.1% 2.2% 3.5%

*  2019年度は海外グループ会社19社の決算期の変更を実施。海外12ヵ月（4～3月）は、2019年4月1日～2020年3月31日の12ヵ月間として調整した金額。

前年同期比販売数量推移
2019年度 
海外15ヵ月 2020年度 2021年度 2022年度

業務用チョコレート（不二製油グループ） 105% 99% 113% 102%

業務用チョコレート（カカオ製品含む）（ブラマー） 97% 94% 101% 92%

営業利益分析

2022年度実績 2023年度計画

日本
販売価格改定は計画通り実行したものの、顧客での量目減や最終
製品値上げにより販売数量が減少。土産菓子市場では下期より段
階的回復があったものの、減益。

コストダウンの推進に加え、インバウンドの需要獲得による販売伸
長を見込むものの、減益を計画。

米州

ハラルドの生産能力の拡充、積極的なマーケティングによる需要
閑散期の拡販に成功したものの、ブラマーのカカオ加工設備不良
での一過性の収益悪化および景況悪化に伴う顧客の在庫調整に
よる販売数量の減少により大幅減益。

ブラマーは前年度のカカオ加工設備不良の一過性収益悪化からの
回復および下期以降の販売回復、ハラルドは新工場稼働による販
売の伸長を見込み増益を計画。

東南アジア インドネシアにおける新型コロナウイルス感染症からの市場回復な
どにより増益。

ポストコロナの需要回復および拡大が継続し、需要取り込みによ
る販売拡大を見込み増益を計画。

中国 微減益も流通菓子向けなどが堅調に推移。 減益計画も、底堅い需要を見込む。

欧州 新型コロナウイルス感染症の影響からの需要回復および生産能力
の増強で販売数量が伸長し、増益。

新設備稼働による生産能力の増強および差別化製品での拡販を
計画。

業務用チョコレート事業

売上高
（億円）

営業利益／営業利益率 
（億円） （%）

 日本　  米州　  東南アジア　  中国　  欧州　 （左軸）  日本　  米州　  東南アジア　  中国　  欧州　  連結調整　（右軸） ■ 営業利益率
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事業別データ
乳化・発酵素材事業

連結業績
（単位：億円）

2019年度 
海外12ヵ月（4~3月）*1*2 2020年度*2 2021年度 2022年度 2023年度計画

売上高 日本 605 497 513 577 587

東南アジア 98 92 120 161 176

中国 107 117 159 174 190

合計 810 706 791 912 953

営業利益 日本 21 15 18 22 20

東南アジア 3 △ 2 △ 9 △ 4 2

中国 11 13 5 △ 2 8

連結調整 2 1 2 △ 1 0

合計 36 27 16 15 31

営業利益率 4.4% 3.8% 2.0% 1.6% 3.2%

*1  2019年度は海外グループ会社19社の決算期の変更を実施。海外12ヵ月（4～3月）は、2019年4月1日～2020年3月31日の12ヵ月間として調整した金額。
*2  2021年度から大豆加工素材事業の豆乳およびUSS豆乳製品を、乳化・発酵素材事業に振り替えたことから、2019年度海外12ヵ月（4～3月）および2020年度を遡及修正済み。

前年同期比販売数量推移
2019年度
海外15ヵ月 2020年度 2021年度 2022年度

日本 マーガリン／ショートニング 84% 90% 97% 104%

クリーム 101% 97% 108% 103%

中国 マーガリン／ショートニング 86% 107% 112% 89%

フィリング 99% 113% 122% 88%

営業利益分析

2022年度実績 2023年度計画

日本
コンビニエンスストアや外食向けに新製法のクリームやフィリング
の拡販を実施し、新規採用により販売数量が伸長。下期にかけて
販売価格改定により採算性が改善したこともあり、増益。

減益計画も、消費者ニーズを捉えた差別化商品および高付加価値
製品の提案、品種統廃合や廃棄ロス削減によるコストダウンの推
進を計画。

東南アジア
日本向け調整品においては円安および乳製品余剰が発生し、 
低迷。下期に価格改定が追い付き、生産体制も整備されたこと
で、収益は改善。

労働力不足に対する設備改善や省人化対応による生産性向上に
加え、東南アジア向けの新規市場開拓や拡販により増益を計画。

中国 ロックダウンやゼロコロナ政策強化による経済活動停滞により、 
販売数量の減少や販売価格改定の遅れが発生し、減益。

経済活動再開による販売機会を捉えた新製品の展開や新規顧客
獲得による販売伸長、クリーム新工場の稼働による製菓・製パン
原料のラインナップ充実、原料ポジション管理および適切な価格
政策により増益を計画。

売上高
（億円）

営業利益／営業利益率 
（億円） （%）

 日本　  東南アジア　  中国　 （左軸）  日本　  東南アジア　  中国　  連結調整　（右軸） ■ 営業利益率

大豆加工素材事業

連結業績
（単位：億円）

2019年度 
海外12ヵ月（4~3月）*1*2 2020年度*2 2021年度 2022年度 2023年度計画

売上高 日本 310 316 323 332 348

中国 20 17 19 10 11

欧州 ̶ ̶ ̶ ̶ 1

合計 330 333 342 343 360

営業利益 日本 34 33 20 13 13

中国 5 3 3 3 4

欧州 △ 0 △ 1 △ 3 △ 4 △ 7

連結調整 3 △ 0 1 0 0

合計 42 35 21 13 10

営業利益率 12.6% 10.5% 6.3% 3.7% 2.9%

*1  2019年度は海外グループ会社19社の決算期の変更を実施。海外12ヵ月（4～3月）は、2019年4月1日～2020年3月31日の12ヵ月間として調整した金額。
*2  2021年度から大豆加工素材事業の豆乳およびUSS豆乳製品を、乳化・発酵素材事業に振り替えたことから、2019年度海外12ヵ月（4～3月）および2020年度を遡及修正済み。

前年同期比販売数量推移
2019年度 

 海外15ヵ月 2020年度 2021年度 2022年度

日本 大豆たん白素材 104% 107% 103% 95%

大豆たん白食品 101% 99% 100% 98%

機能剤 94% 96% 100% 104%

営業利益分析

2022年度実績 2023年度計画

日本 飲料市場向け機能剤の販売は堅調だったものの、栄養健康市場
を中心に大豆たん白素材の販売数量が減少し、減益。

2022年度好調の機能剤の販売強化に加え、消費者ニーズを捉えた
差別化製品投入、大豆たん白素材の国内外への拡販、プライムソイ
ミートなどプラントベース製品の推進により前年度並みを計画。

中国 生産効率改善によるコストダウン、中国国内向けに新製品を投入
し、2022年度並み。 中国国内向けの販売強化により増益を計画。

欧州 水溶性えんどう多糖類の新工場稼働開始に伴う先行経費などに 
より減益。

新規顧客獲得による収益化を進めるものの、減価償却費等の先行
経費により減益計画。

売上高
（億円）

 日本　  中国　  欧州 （左軸）  日本　  中国　  欧州　  連結調整　（右軸） ■ 営業利益率

営業利益／営業利益率 
（億円） （%）
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連結財務諸表注記（抜粋）

重要な会計上の見積り
会計上の見積りは、連結財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて合
理的な金額を算出しています。2022年度の連結財務諸表に計上した金額

が会計上の見積りによるもののうち2023年度の連結財務諸表に重要な
影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。

のれんの減損損失の認識の要否
（1）2022年度の連結財務諸表に計上した金額
2023年3月31日時点の連結貸借対照表におけるのれんの計上額は、
27,245百万円です。このうち、Blommer Chocolate Company（以下、

Blommer）、HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS 

LTDA（以下、HARALD）および INDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY 

LIMITED（以下、INDUSTRIAL FOOD SERVICES）ののれんの計上金額
は以下のとおりです。

（単位：百万円）
セグメント 会社名 2021年度 2022年度
業務用チョコレート Blommer Chocolate Company 19,326 20,030

業務用チョコレート HARALD INDÚSTRIA E COMÉRCIO DE ALIMENTOS LTDA 6,574 6,186

業務用チョコレート INDUSTRIAL FOOD SERVICES PTY LIMITED 1,106 960

（2） 会計上の見積りの内容について連結財務諸表利用者の理解に資する
その他の情報

当社グループでは、Blommer、HARALDおよび INDUSTRIAL FOOD 

SERVICESは個社単体を一つの資産グループとしてグルーピングを行って
います。のれんに減損の兆候があると認められる場合には、のれんが帰属
する資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳
簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判
定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損
損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価
額または使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額
は減損損失として認識されます。Blommerについては、買収当初の事業

計画と実績に乖離が生じたため、減損の兆候に該当すると判断しました。
　減損損失の認識の要否の判断に用いる割引前将来キャッシュ・フロー
の計算にあたっては、実際の経営成績および経営者が承認した5年間の
事業計画に基づいています。また、事業計画の見積期間を超える期間の
将来キャッシュ・フローは、5年目までの事業計画に基づく趨勢を踏まえ
た一定の成長率（ゼロを含む）に基づき算定しています。
　減損損失の認識の要否の判断に用いる将来キャッシュ・フローは、経営
者が作成した5年間の中期事業計画を基礎として見積りを行っており、販
売数量の拡大見込み等の計画には経営者の判断による高い不確実性を伴
います。そのため、これらの経営者の判断が将来キャッシュ・フローの見
積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。

会計方針の変更
米国会計基準ASU第2016-02「リース」の適用
米国会計基準を適用している在外子会社において、2022年度より米国会
計基準ASU第2016-02「リース」（以下「本基準」という）を適用してい
ます。これに伴い、借手のリース取引については、原則全てのリースにつ
いて使用権資産（純額）およびリース債務として計上しています。本基準
の適用にあたっては、経過措置として認められている本基準の適用による

累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しています。
　本基準の適用に伴い、2022年度末の連結貸借対照表において使用権
資産（純額）が8,095百万円、流動負債のその他が551百万円、固定負債
のリース債務が6,245百万円それぞれ増加しています。なお、この変更に
よる2022年度の損益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更
連結貸借対照表
2021年度において、「有形固定資産」の「その他（純額）」に含めていた
「使用権資産（純額）」および「固定負債」の「その他」に含めていた
「リース債務」は、金額的重要性が増したため、2022年度より独立掲記し
ています。この表示方法の変更を反映させるため、2021年度の連結財務
諸表の組替を行っています。

　この結果、2021年度の連結貸借対照表において、「有形固定資産」の
「その他（純額）」に表示していました7,061百万円は、「使用権資産（純
額）」4,370百万円、「その他（純額）」2,690百万円として組み替えてい
ます。また、「固定負債」の「その他」に表示していました4,995百万円は、
「リース債務」2,854百万円、「その他」2,141百万円として組み替えてい
ます。

追加情報
取締役に対する株式報酬制度
当社は、2020年6月18日開催の第92回定時株主総会決議に基づき、当
社取締役（社外取締役を除く）を対象に、取締役の報酬と当社の株式価
値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを
株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大
に貢献する意識を高めることを目的として、株式報酬制度を導入しました
が、2022年6月21日開催の第94回定時株主総会決議により、監査等委
員会設置会社へ移行したことに伴い、改めて同様の趣旨に基づく業績連
動型株式報酬（株式交付信託）制度（以下「本制度」という）が設定され
ました。
　本制度にかかる会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社
の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　
2015年3月26日）に準じています。

（1）取引の概要
本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」
という）が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの数に
相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付されると
いう株式報酬制度です。また、本制度においては、2021年3月31日で終
了する事業年度から2023年3月31日で終了する事業年度までの3事業年
度の間に在任する当社取締役に対して当社株式が交付されます。なお、取
締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を
除く）により純資産の部に自己株式として計上しています。当連結会計年
度末における当該自己株式の帳簿価額および株式数は、320百万円、
110千株です。

連結貸借対照表関係 

1.  受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた
債権の金額

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

売掛金 79,698 91,990

受取手形 1,422 1,033

計 81,121 93,023

2. 有形固定資産の減価償却累計額
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
有形固定資産の減価償却累計額 232,046 250,226

3. 非連結子会社および関連会社に対する投資
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
投資有価証券 2,803 9,825

4. 圧縮記帳
（1）  国庫補助金の受入れによる圧縮記帳額が次のとおり取得価額から控

除されています。
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
機械装置及び運搬具 13 13

（2）  大阪府新規事業促進補助金の受入れによる圧縮記帳額が次のとおり
取得価額から控除されています。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

機械装置及び運搬具 64 64

（3）  保険差益による圧縮記帳額が次のとおり取得価額から控除されてい
ます。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

建物及び構築物 4 4

機械装置及び運搬具 915 915

計 919 919

5. 保証債務
連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行って
います。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

UNIFUJI SDN. BHD. 3,339*1 2,604*2

FREYABADI (THAILAND) CO., LTD. 485*3 516*4

FUJI OIL (PHILIPPINES), INC. 30 9

PT. MUSIM MAS-FUJI 335*5 ̶
計 4,191 3,130

*1  上記のうち1,073百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けており、1,191
百万円は他社の保証に対し当社から再保証を行っています。

*2  上記のうち1,021百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けており、561
百万円は他社の保証に対し当社から再保証を行っています。

*3  上記のうち242百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けています。
*4  上記のうち258百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けています。
*5  上記のうち156百万円は当社の保証に対し他社から再保証を受けています。

6. 担保資産および担保付債務
担保に供されている資産および担保付債務は以下のとおりです。

担保に供されている資産 （単位：百万円）
2021年度 2022年度

建物及び構築物 1,931 2,136

機械装置及び運搬具 2,425 975

土地 999 1,130

計 5,356 4,241

担保付債務 （単位：百万円）
2021年度 2022年度

短期借入金 1,671 476

長期借入金 1,132 804

計 2,803 1,280

連結損益計算書関係
1. 販売費及び一般管理費
（1） 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

発送費 14,594 18,723

従業員給与及び諸手当 10,971 13,030

研究開発費 5,280 5,744

減価償却費 3,783 4,332

のれん償却費 2,160 2,629

賞与引当金繰入額 936 1,024

退職給付費用 △8 240

役員賞与引当金繰入額 58 52

貸倒引当金繰入額 ̶ △2

（2）研究開発費の総額
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
一般管理費 5,280 5,744

2. 固定資産売却益
2021年度
固定資産売却益は、使用権資産等によるものです。

2022年度
固定資産売却益は、機械装置及び運搬具等によるものです。

3. 固定資産売却損
2021年度
固定資産売却損は、機械装置及び運搬具等によるものです。

2022年度
固定資産売却損は、機械装置及び運搬具等によるものです。
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4. 固定資産除却損
2021年度
固定資産除却損は、建物及び構築物、機械装置及び運搬具等によるもの
です。

2022年度
固定資産除却損は、建物及び構築物、機械装置及び運搬具等によるもの
です。

5. 減損損失

2021年度 （単位：百万円）
用途 種類 場所 減損損失

大豆たん白 
食品製造設備

建物及び 
構築物、機械
装置及び 
運搬具等

兵庫県 
丹波篠山市

43

当社グループは、事業の種類別セグメントを主な基準に独立の最小の
キャッシュ・フロー単位に基づき、資産をグループ化して減損の検討を行っ
ています。

　大豆たん白食品製造設備につきましては、使用停止の決定に伴い該当
する資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失
として特別損失に計上しています。その内訳は、建物及び構築物11百万
円、機械装置及び運搬具31百万円、その他0百万円です。なお、減損損
失の測定における回収可能価額は使用価値により測定していますが、将
来キャッシュ・フローの回収可能性が認められないと判断したため、該当
する資産の帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし
て計上しています。

2022年度
該当する事項はありません。

6. 関係会社事業再構築損失
2021年度
国内の関係会社における大豆加工素材事業の再構築に伴う損失額242

百万円を計上しています。

2022年度
海外の関係会社における大豆加工素材事業の再構築に伴う損失額90

百万円を計上しています。

リース取引関係
1. ファイナンス・リース取引および使用権資産
（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引および使用権資産
（1）リース資産および使用権資産の内容
有形固定資産
主として、生産設備（機械装置及び運搬具）、在外連結子会社における
IFRS第16号及び米国会計基準ASU第2016-02「リース」適用による生
産設備、土地使用権です。

無形固定資産
主として、ソフトウェアです。

（2）リース資産および使用権資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用してい
ます。

2. オペレーティング・リース取引
（借主側）

未経過リース料 （単位：百万円）
2021年度 2022年度

1年内 811 25

1年超 14,250 45

計 15,061 71

連結財務諸表注記（抜粋）

金融商品関係
1. 金融商品の時価等に関する事項
2022年3月31日および2023年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、「現金及び預金」、
「受取手形及び売掛金」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」、「コマーシャル・ペーパー」は、現金であること、および短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから、注記を省略しています。

（単位：百万円）

2021年度 2022年度

連結貸借対照表
計上額 時価 差額 連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（1）投資有価証券 *1 3,748 3,748 ̶ 3,982 3,982 ̶
資産計 3,748 3,748 ̶ 3,982 3,982 ̶
（1）社債 *2 45,000 45,067 67 41,000 40,955 △44

（2）長期借入金 *2 55,511 55,418 △93 57,660 56,190 △1,470

（3）リース債務 *3 3,388 3,355 △33 11,069 10,465 △603

負債計 100,511 100,485 △25 109,729 107,612 △2,117

デリバティブ取引 *4

① ヘッジ会計が適用されていないもの (283) (283) ̶ 43 43 ̶
② ヘッジ会計が適用されているもの 1,453 1,453 ̶ (794) (794) ̶
デリバティブ計 1,169 1,169 ̶ (751) (751) ̶

*1  市場価格のない株式等は、「（1）投資有価証券」に含めていません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下の「2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品」
のとおりです。

*2  社債は1年内償還予定の社債を、長期借入金は1年内返済予定長期借入金を含めています。
*3  リース債務は、流動負債のその他に含まれる1年内返済予定リース債務を含めています。
*4  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については（　）で表示しています。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
区分 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額
非上場株式 571 571

子会社株式及び関連会社株式 2,803 9,825

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 15,926 ̶ ̶ ̶ 19,002 ̶ ̶ ̶
受取手形及び売掛金 81,121 ̶ ̶ ̶ 93,023 ̶ ̶ ̶
合計 97,047 ̶ ̶ ̶ 112,025 ̶ ̶ ̶

4. 社債、長期借入金、リース債務およびその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

2021年度
1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

短期借入金 38,258 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
コマーシャル・ペーパー 10,000 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
社債 10,000 ̶ ̶ ̶ ̶ 35,000

長期借入金 6,259 15,579 3,703 1,138 20,394 8,436

リース債務 534 473 297 200 131 1,752

合計 65,052 16,052 4,001 1,338 20,526 45,188
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（単位：百万円）
2022年度

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
短期借入金 59,756 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
コマーシャル・ペーパー 10,000 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
社債 ̶ ̶ ̶ ̶ 6,000 35,000

長期借入金 16,334 4,600 3,643 21,055 3,758 8,267

リース債務 1,278 1,231 816 458 309 6,974

合計 87,369 5,832 4,459 21,513 10,068 50,242

5. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重
要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しています。
レベル1の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な

市場において形成される当該時価の算定の対象となる
資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル2の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1

のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて
算定した時価

レベル3の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算
定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合に
は、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定におけ
る優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
2021年度 2022年度
時価 時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計 レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券 3,748 ̶ ̶ 3,748 3,982 ̶ ̶ 3,982

資産計 3,748 ̶ ̶ 3,748 3,982 ̶ ̶ 3,982

デリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないもの ̶ △283 ̶ △283 ̶ 43 ̶ 43

ヘッジ会計が適用されているもの ̶ 1,453 ̶ 1,453 ̶ △794 ̶ △794

デリバティブ計 ̶ 1,169 ̶ 1,169 ̶ △751 ̶ △751

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
2021年度 2022年度
時価 時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計 レベル1 レベル2 レベル3 合計
社債 － 45,067 ̶ 45,067 ̶ 40,955 ̶ 40,955

長期借入金 － 55,418 ̶ 55,418 ̶ 56,190 ̶ 56,190

リース債務 － 3,355 ̶ 3,355 ̶ 10,465 ̶ 10,465

負債計 － 100,485 ̶ 100,485 ̶ 107,612 ̶ 107,612

注：時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

資産
（1）投資有価証券
上場株式の時価は、取引所価格によって評価しているため、レベル1の時
価に分類しています。

負債
（1）社債
当社が発行している社債は、活発な市場における相場価格が認められな
いため、店頭売買統計資料を参考値として評価し、レベル2の時価に分類
しています。

（2）長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。変動金利に
よる長期借入金は、金利スワップの特例処理または金利通貨スワップの
一体処理の対象とされており、当該金利スワップまたは金利通貨スワップ
と一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に
適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によって
います。そのため、レベル2の時価に分類しています。

（3）リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。そのため、レ
ベル2の時価に分類しています。

連結財務諸表注記（抜粋）

デリバティブ取引
2021年度
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引については、取引の対象
物の種類ごとに、取引先金融機関から提示された価格等によっているた
め、レベル2の時価に分類しています。なお、金利スワップの特例処理によ
るものまたは金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とさ
れている長期借入金と一体として処理されるため、その時価は当該長期
借入金の時価に含めて記載しています。

2022年度
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引については、取引の対象
物の種類ごとに異なる観察可能なインプットを用いた割引現在価値法等
によって評価しており、レベル2の時価に分類しています。主な種類別の
インプットは以下のとおりです。
為替予約取引 ：先物為替相場
金利スワップ取引 ：市場金利
商品スワップ取引 ：先物商品取引市場等における最終価格

デリバティブ取引関係
1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
（1）通貨関連

（単位：百万円）
2021年度

区分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益
市場取引以外の取引 為替予約取引

売建
米ドル 7,837 ̶ △10 △10

シンガポールドル 8 ̶ 0 0

買建
米ドル 11,980 ̶ △572 △572

円 2 ̶ △0 △0

合計 19,829 ̶ △583 △583

（単位：百万円）
2022年度

区分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益
市場取引以外の取引 為替予約取引

売建
米ドル 5,550 ̶ 64 64

シンガポールドル 1 ̶ 0 0

買建
米ドル 3,498 ̶ △31 △31

合計 9,050 ̶ 33 33

（2）金利関連
2021年度

（単位：百万円）
2021年度

区分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益
市場取引以外の取引 金利スワップ取引

変動受取・固定支払 1,049 ̶ 50 50

合計 1,049 ̶ 50 50

2022年度
該当する事項はありません。
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（3）商品関連
（単位：百万円）

2021年度
区分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益
市場取引 商品先物取引

売建 4,084 ̶ 4,031 △53

買建 5,046 337 5,114 67

市場取引以外の取引 商品スワップ取引
変動受取・固定支払 369 ̶ 605 235

合計 9,501 337 9,750 249

（単位：百万円）
2022年度

区分 取引の種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益
市場取引 商品先物取引

売建 3,531 126 3,645 114

買建 3,763 245 3,675 △87

市場取引以外の取引 商品スワップ取引
変動受取・固定支払 567 55 550 △16

合計 7,861 427 7,871 9

2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
（1）通貨関連

（単位：百万円）
2021年度

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超 時価
原則的処理方法 為替予約取引

売建
米ドル 売掛金 579 ̶ △3

買建
米ドル 買掛金 23,200 ̶ 1,389

英ポンド 買掛金 2,398 ̶ 68

合計 26,178 ̶ 1,453

為替予約等の振当処理 為替予約取引
売建
米ドル 売掛金 167 ̶ 注参照

ユーロ 売掛金 3 ̶ 注参照

買建
米ドル 買掛金 3,992 ̶ 注参照

英ポンド 買掛金 160 ̶ 注参照

合計 4,325 ̶ 注参照

連結財務諸表注記（抜粋）

（単位：百万円）
2022年度

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超 時価
原則的処理方法 為替予約取引

売建
米ドル 売掛金 525 ̶ △4

ユーロ 売掛金 0 ̶ △0

買建
米ドル 買掛金 31,132 ̶ △887

英ポンド 買掛金 1,111 ̶ 24

ユーロ 買掛金 17 ̶ 0

合計 32,786 ̶ △866

為替予約等の振当処理 為替予約取引
売建
米ドル 売掛金 324 ̶ 注参照

ユーロ 売掛金 25 ̶ 注参照

買建
米ドル 買掛金 5,669 ̶ 注参照

英ポンド 買掛金 127 ̶ 注参照

合計 6,147 ̶ 注参照

注： 為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金および買掛金と一体として処理されるため、その時価は、当該売掛金および買掛金の時価に含めて記載し
ています。

（2）金利関連
（単位：百万円）

2021年度
ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超 時価
金利スワップの特例処理 金利スワップ取引

変動受取・固定支払 長期借入金 802 ̶ 注参照

注： 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

（単位：百万円）
2022年度

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超 時価
金利スワップの繰延処理 金利スワップ取引

変動受取・固定支払 長期借入金 953 747 71

（3）金利通貨関連
2021年度

（単位：百万円）
2021年度

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等 契約額等のうち1年超 時価
金利通貨スワップの一体処理
（特例処理・振当処理）

金利通貨スワップ取引
支払固定・受取変動 
支払円・受取米ドル

長期借入金 1,204 ̶ 注参照

合計 1,204 ̶ 注参照

注： 金利通貨スワップの一体処理（特例処理・振当処理）によるものはヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価
に含めて記載しています。

2022年度
該当する事項はありません。
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退職給付関係 

1. 採用している退職給付制度の概要
当社および連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非
積立型の確定給付制度および確定拠出制度を採用しています。
　確定給付企業年金制度（全て積立型制度です。）では、給与と勤務期間
に基づいた一時金または年金を支給しています。
　当社および一部の連結子会社は、確定給付制度の一部について選択制

の確定拠出制度を設けています。
　退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一
時金を支給しています。
　一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度および退職一時金
制度は、簡便法により退職給付に係る負債および退職給付費用を計算し
ています。

2. 確定給付制度
（1）  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

退職給付債務の期首残高 18,620 18,568

勤務費用 564 710

利息費用 142 152

数理計算上の差異の発生額 165 181

退職給付の支払額 △1,059 △1,431

外貨換算の影響による増減額 134 109

退職給付債務の期末残高 18,568 18,291

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
年金資産の期首残高 21,331 21,524

期待運用収益 713 720

数理計算上の差異の発生額 △260 △731

事業主からの拠出額 833 638

退職給付の支払額 △1,156 △1,010

外貨換算の影響による増減額 62 56

年金資産の期末残高 21,524 21,197

（3）  退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上さ
れた退職給付に係る負債および退職給付に係る資産の調整表

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

積立型制度の退職給付債務 18,090 17,772

年金資産 △21,524 △21,197

△3,433 △3,424

非積立型制度の退職給付債務 477 519

連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額 △2,956 △2,905

退職給付に係る負債 1,996 1,885

退職給付に係る資産 △4,952 △4,791

連結貸借対照表に計上された負債と
資産の純額 △2,956 △2,905

（4） 退職給付費用およびその内訳項目の金額
（単位：百万円）

2021年度 2022年度
勤務費用 564 710

利息費用 142 152

期待運用収益 △713 △720

数理計算上の差異の費用処理額 165 197

確定給付制度に係る退職給付費用 159 339

注： 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しています。

（5） 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のと
おりです。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

数理計算上の差異 △260 △715

合計 △260 △715

（6） 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次
のとおりです。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

未認識数理計算上の差異 △231 △947

合計 △231 △947

（7） 年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

2021年度 2022年度
株式 19％ 20%

債券 40％ 39%

現金及び預金 5％ 4%

生命保険一般勘定 14％ 15%

その他 22％ 22%

合計 100％ 100%

②長期期待運用収益率の設定方法
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される
年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資金からの現在および将
来期待される長期の収益率を考慮しています。

連結財務諸表注記（抜粋）

（8） 数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。）

2021年度 2022年度
割引率 0.6% 0.6%

長期期待運用収益率 3.5% 3.5%

3. 確定拠出制度
連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、以下のとおりです。

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

連結子会社の確定拠出制度への 
要拠出額 769 775

税効果会計関係
1.  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳

（単位：百万円）
2021年度 2022年度

繰延税金資産
　未払事業税 200 166
　賞与引当金 541 580
　繰延ヘッジ損益 ̶ 235
　棚卸資産評価損 50 24
　貸倒引当金 56 63
　未払賞与社会保険料 83 83
　棚卸資産未実現利益 177 193
　繰越欠損金 2,799 2,708
　退職給付に係る負債 557 721
　上場株式評価損 34 34
　減損損失 658 459
　為替差損否認額 179 24
　減価償却超過額 182 268
　リース債務 3 2,181
　その他 1,458 1,802
繰延税金資産小計 6,984 9,547

　評価性引当額 △1,602 △2,109

繰延税金資産合計 5,382 7,438
　繰延税金負債との相殺 △4,674 △6,789

繰延税金資産の純額 708 649

繰延税金負債
　繰延ヘッジ損益 445 ̶
　在外子会社の減価償却費 5,950 5,074
　時価評価による評価差額 7,344 7,962
　在外子会社の留保利益金 826 717
　その他有価証券評価差額金 663 699
　買換資産積立金 132 132
　退職給付に係る資産 1,561 1,648
　棚卸資産 2,421 3,183
　使用権資産 27 2,143
　その他 339 990

繰延税金負債合計 19,713 22,552

　繰延税金資産との相殺 △4,674 △6,789

繰延税金負債の純額 15,038 15,762

（表示方法の変更）
2021年度において、「繰延税金資産」の「その他」に含めていた「リース
債務」および「繰延税金負債」の「その他」に含めていた「使用権資産」
は、金額的重要性が増したため、2022年度より独立掲記しています。こ
の表示方法の変更を反映させるため、2021年度の注記の組替を行ってい
ます。
　この結果、2021年度の注記において、「繰延税金資産」の「その他」に
表示していた1,462百万円は、「リース債務」3百万円、「その他」1,458

百万円として組み替えています。また、「繰延税金負債」の「その他」に表
示していた366百万円は、「使用権資産」27百万円、「その他」339百万
円として組み替えています。

2.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

2021年度 2022年度
法定実効税率 30.6% 30.6%

　（調整）
　交際費等一時差異でない項目 △7.6% △20.6%
　評価性引当額の増減 1.5% 4.3%
　試験研究費等の税額控除 △3.7% △3.5%
　海外子会社との税率差 △4.3% △5.3%
　受取配当金の相殺消去 11.7% 24.4%
　のれん償却 3.3% 6.4%
　その他 △3.0% 1.4%

　 税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 28.5% 37.9%

3.  法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関す
る税効果会計の会計処理

当社および一部の国内連結子会社は、2022年度より、連結納税制度から
グループ通算制度へ移行しています。これに伴い、法人税および地方法
人税ならびに税効果会計の会計処理および開示については、「グループ
通算制度を適用する場合の会計処理および開示に関する取扱い」（実務
対応報告第42号 2021年8月12日。以下、「実務対応報告第42号」とい
う。）に従っています。また、実務対応報告第42号第32項（1）に基づき、
実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないも
のとみなしています。
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企業結合等関係
取得による企業結合
1. 企業結合の概要
（1）被取得企業の名称および事業の内容
　被取得企業の名称 Oilseeds International, Ltd.

　事業の内容 植物性油脂の製造・販売
（2）企業結合を行った主な理由
　当社グループは、北米の連結子会社であるFUJI SPECIALTIES, INC.

（以下、「FSI」）傘下のFUJI VEGETABLE OIL, INC.（以下、「FVO」）お
よびFuji Oil New Orleans, LLCにおいて、パームやヤシ等の南方系油脂
を原料として、食用油・食用加工油脂・チョコレート用油脂等の開発・製
造・販売を行っています。今回取得したOilseeds International, Ltd.

（米国カリフォルニア州：以下、「OIL」）は、伊藤忠商事株式会社の連結
子会社であるITOCHU International Inc.（以下、「III」）の100%出資会
社で、プレミアム植物油（ひまわり油、米ぬか油等）の製造・販売に強み
を持ちます。
　当社グループがFSIとIIIにより新たに設立する合弁会社Fuji Oil 

International Inc.（以下、「FII」）を通じ、OILを保有することで、当社グ
ループと伊藤忠グループ双方の強みを活かした販路拡大や新規顧客の開
拓、コストメリットの創出等が期待され、アライアンスを通じて北米市場に
おけるプレゼンス拡大を図っていきます。
（3）企業結合日
　2022年5月1日（株式取得日）
（4）企業結合の法的形式
　現物出資による合弁会社設立
（5）結合後企業名称
　変更はありません。
（6）取得した議決権比率
企業結合直前に所有していた議決権比率 –%

企業結合日に取得した議決権比率 80%

取得後の議決権比率 80%

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社の連結子会社であるFSIおよび伊藤忠商事の連結子会社であるIII

とで米国に合弁会社を設立し、IIIが保有するOIL株式と、FSIが保有する
FVO株式を現物出資しました。現物出資後のFIIの出資持分比率が、
FSI80%、III20%となり、OILの議決権の80%を保有したことによるもの
です。

2. 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
　2022年5月1日から2023年3月31日まで

3. 被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳
　現物出資により企業結合日に取得した株式の時価
 63百万米ドル（8,679百万円）

4. 主要な取得関連費用の内容および金額
　アドバイザー等に対する報酬・手数料等 101百万円

5. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間
（1）発生したのれんの金額 84百万円
　第1四半期連結会計期間においては四半期連結財務諸表作成時点にお
ける入手可能な合理的情報に基づき、取得原価の配分について暫定的な
会計処理を行っていましたが、当第4四半期連結会計期間に確定していま
す。なお、取得原価の当初配分額に重要な修正は生じていません。
（2）発生原因
　取得原価が企業結合時の時価純資産の額を上回ったため、その超過額

をのれんとして計上しています。
（3）償却方法および償却期間
　5年間にわたる均等償却

6.  企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額ならびにその 

主な内訳 （単位：百万円）

流動資産 2,932

固定資産 7,041

資産合計 9,973

流動負債 1,067

固定負債 864

負債合計 1,931

7.  企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の 

2022年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額および 

その算定方法
　当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しています。

共通支配下の取引等
吸収分割による事業の承継
1. 企業結合の概要
　当社は、2022年3月18日の取締役会決議に基づき、2022年4月30日
を効力発生日として、当社を承継会社、当社の100%子会社である不二
製油株式会社（以下、「不二製油」）を分割会社とする吸収分割（以下、
「本吸収分割」）を行い、不二製油が所有する当社に関する資産およびそ
の管理事業を承継しました。
（1）本吸収分割の当事会社の概要（2022年3月31日時点）

吸収分割承継会社 吸収分割会社

商号
不二製油グループ本社 

株式会社
不二製油株式会社

所在地

大阪府泉佐野市住吉町1番地
（本社事務所：大阪府大阪市
北区中之島3丁目6番32号 

ダイビル本館内）

大阪府泉佐野市住吉町1番地

事業内容
グループ戦略立案および 

各事業会社の統括管理

植物性油脂、業務用 

チョコレート、乳化・発酵素
材、大豆加工素材の事業に 

関する食品の開発製造販売
資本金 13,208百万円 500百万円

（2）本吸収分割の目的
　不二製油は、当社に関する資産を所有し管理していましたが、今般、管
理の効率化を目的として、これらの資産およびその管理事業を当社に承
継させたものです。
（3）企業結合の法的形式
　当社を承継会社とし、不二製油を分割会社とする吸収分割方式
（4）結合後企業名称
　変更はありません。

2. 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）
および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づき、共通支配
下の取引として処理しています。

連結財務諸表注記（抜粋）

関連当事者情報
2021年度

関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の名称 所在地 資本金 

（百万円） 事業の内容
議決権等の 
被所有割合 
（%）

関連当事者との 
関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高 
（百万円）

その他の関係会社の 
親会社

伊藤忠商事
（株） 大阪市北区 253,448 総合商社

直接 0.0 原材料等の購入 
ならびに当社製品
の販売ほか

製品の販売 9,816 売掛金 1,512

間接 39.9 原材料等の購入 32,624 買掛金 2,314

注： 1  間接所有は、伊藤忠フードインベストメント（同）、伊藤忠製糖（株）、伊藤忠マシンテクノス（株）が所有するものです。
  2  取引条件および取引条件の決定方針等 

市場価格等を勘案した当社希望価格を提示し、価格交渉の上決定しています。概ね、市場価格どおりです。

2022年度

関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引
連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の名称 所在地 資本金 

（百万円） 事業の内容
議決権等の 
被所有割合 
（%）

関連当事者との 
関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科目 期末残高 
（百万円）

その他の関係会社の 
親会社

伊藤忠商事
（株） 大阪市北区 253,448 総合商社

直接 1.3 原材料等の購入 
ならびに当社製品
の販売ほか

製品の販売 11,726 売掛金 2,240

間接 42.6 原材料等の購入 44,608 買掛金 2,847

注： 1  間接所有は、伊藤忠フードインベストメント（同）および伊藤忠マシンテクノス（株）が所有するものです。
  2  取引条件および取引条件の決定方針等 

市場価格等を勘案した当社希望価格を提示し、価格交渉の上決定しています。概ね、市場価格どおりです。
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主な非財務データ
【集計期間に関して】 ・「年」表記は、当該年1月1日から12月31日としています。 

 ・「年度」表記については、不二製油グループ本社および国内グループ会社は当該年4月1日～翌年3月31日、海外グループ会社は当該年1月1日～12月31日を原則としています。

環境
データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

梱包に使用した原材料 連結子会社 年度* – – 124,406 36,909 29,249 ton 原材料の種類：梱包用資材（紙、ボール紙、プラスチックなど）

プラスチック 連結子会社 年度* – – – – 8,689 ton

その他 連結子会社 年度* – – – – 20,560 ton

エネルギー総消費量 連結子会社 年* 8,190,484 9,194,154 8,797,343 8,661,941 8,344,927 GJ

エネルギー源別 
内訳

非再生可能 
エネルギー 
消費量

連結子会社 年* 8,150,453 9,008,335 8,520,155 8,308,886 7,734,926 GJ

再生可能 
エネルギー 
消費量

連結子会社 年* 40,031 185,819 277,188 353,055 610,001 GJ 前提条件：再生可能エネルギー源のうち、太陽光やバイオマスにつ
いては化石燃料相当量の発熱量[GJ]に換算して算定

地域別内訳
日本 国内グループ会社 年* 3,316,440 3,222,591 3,042,350 2,876,950 2,711,905 GJ

海外 海外グループ会社 年* 4,874,044 5,971,563 5,754,993 5,784,991 5,633,022 GJ

エネルギー原単位 連結子会社 年* 4.26 4.18 4.14 3.95 3.88 GJ/ton

•  生産量1ton当たりのエネルギー消費量
•  エネルギーの種類：燃料（例：都市ガス、天然ガス、LPG）、電気、
蒸気

•  組織内のエネルギー消費量に限る

スコープ別内訳

スコープ1 連結子会社 年* 231,821 216,226 202,777 201,824 196,187 t-CO2 •  計算に用いたガス：CO2

スコープ2 連結子会社 年* 206,832 221,793 209,520 201,082 182,414 t-CO2 •  計算に用いたガス：CO2

スコープ3 
（カテゴリ1） 連結子会社 年度* – – 2,767,179 2,915,734 2,841,138 t-CO2

•  計算に用いたガス：CO2

•  前提条件：カテゴリ1のみ。豪州のグループ会社1社、 
米国のグループ会社1社を除く

CO2排出量総量 連結子会社 年* 438,654 438,019 412,297 402,906 378,601 t-CO2 •  計算に用いたガス：CO2

地域別内訳
日本 国内グループ会社 年* 161,557 156,342 144,526 137,573 117,924 t-CO2

海外 海外グループ会社 年* 277,097 281,677 267,771 265,333 260,677 t-CO2

温室効果ガス（GHG）排出原単位 連結子会社 年* 0.228 0.199 0.194 0.184 0.176 t-CO2/ton
•  原単位計算のため組織が分母として選択した指標：生産量（ton）
•  原単位に含まれるGHG排出の種類：スコープ1、スコープ2
•  計算に用いたガス：CO2

オゾン層破壊物質（ODS）排出量 連結子会社 年* – – N/A N/A N/A –

NOx排出量 国内グループ会社 年* 89.7 81.9 50.5 52.0 52.8 ton

全ての地域からの総取水量 連結子会社 年度* 4,717 4,980 4,754 4,672 4,480 千kL

取水源別内訳

地表水 連結子会社 年度* – 553 287 476 471 千kL

地下水 連結子会社 年度* – 2,377 2,287 1,850 1,716 千kL

海水 連結子会社 年度* – 262 262 145 139 千kL

生産随伴水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

第三者の水 連結子会社 年度* – 1,789 1,918 2,202 2,154 千kL

水リスクを伴う全ての地域からの 
総取水量 連結子会社 年度* – 299 397 369 393 千kL

水リスクを伴う全ての地域からの 
総取水量の割合 連結子会社 年度* – 6.0 8.4 7.9 8.8 %

取水源別内訳

地表水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

地下水 連結子会社 年度* – 299 372 0 0 千kL

海水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

生産随伴水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

第三者の水 連結子会社 年度* – 0 25 369 393 千kL

水使用量（原単位） 連結子会社 年度* 2.45 2.27 2.23 2.13 2.08 kL/ton •  生産量1ton当たりの水使用量

全ての地域の総排水量 連結子会社 年度* 2,962 3,376 3,082 2,897 2,831 千kL

排水先別内訳

地表水 連結子会社 年度* – 499 361 310 363 千kL

地下水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

海水 連結子会社 年度* – 262 262 145 139 千kL

第三者の水 連結子会社 年度* – 2,615 2,459 2,441 2,329 千kL

水リスクを伴う全ての地域への 
総排水量 連結子会社 年度* – 162 192 206 218 千kL

水リスクを伴う全ての地域への 
総排水量の割合 連結子会社 年度* – 4.8 6.2 7.1 7.7 %

排水先別内訳

地表水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

地下水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

海水 連結子会社 年度* – 0 0 0 0 千kL

第三者の水 連結子会社 年度* – 162 192 206 218 千kL

* 2021年度以降：当該年4月1日～翌年3月31日

環境
データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

全ての地域での総水消費量 連結子会社 年度* 1,755 1,604 1,672 1,775 1,649 千kL 水消費量 = 総取水量 – 総排水量

水リスクを伴う全ての 
地域での総水消費量 連結子会社 年度* – 156 205 163 175 千kL  水消費量 = 総取水量 – 総排水量

廃棄物総排出量 連結子会社 年度* 43,567 44,511 43,437 44,092 43,978 ton
•  国内グループ会社：マニフェスト伝票掲載の廃棄物量
•  前提条件：有価売却や無償引き取りの廃棄物は除く
•  豪州のグループ会社1社を除く

地域別内訳
日本 国内グループ会社 年度* 19,742 19,461 17,067 17,922 16,827 ton

海外 海外グループ会社 年度* 23,825 25,050 26,371 26,170 27,150 ton

廃棄物排出量（原単位） 連結子会社 年度* 22.7 20.3 20.4 20.1 20.4 kg/ton 生産量1ton当たりの廃棄物排出量

処分されなかった廃棄物 連結子会社 年度* 26,294 27,155 21,607 20,101 18,873 ton 一部、焼却（エネルギー回収）された廃棄物も含む

　 プラスチック 連結子会社 年度* – – – – 1,058 ton

　 その他 連結子会社 年度* – – – – 17,815 ton

処分された廃棄物 連結子会社 年度* 17,273 17,356 21,830 23,991 25,105 ton

　 プラスチック 連結子会社 年度* – – – – 107 ton

　 その他 連結子会社 年度* – – – – 24,998 ton

廃棄物再資源化率 国内グループ会社 年度* 99.33 99.33 99.37 99.47 99.69 %

* 2021年度以降：当該年4月1日～翌年3月31日

詳細については、「サステナビリティレポート2023 ESGデータブック」をご参照ください。
https://www.fujioilholdings.com/pdf/sustainability/download/esg2023.pdf

社会
データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

人権インパクトアセスメントの対象と 
したグループ会社の総数 不二製油グループ 年度 – – 37 – – 社 人権インパクトアセスメントは、人権デュー・ディリジェンスの 

一環として実施

人権インパクトアセスメントの対象と 
したグループ会社の割合 不二製油グループ 年度 – – 95 – – %

人権に関する教育を受けた従業員の 
割合

不二製油グループ本社 
および不二製油（株） 年度 – 100 100 100 100 %

人権週間を通して、不二製油グループ本社および不二製油
（株）の全ての従業員を対象に、ビジネスと人権に関する 
情報を発信

従業員数 不二製油グループ 年度末 
時点 5,963 5,874 5,679 5,623 5,799 名 国内、海外ともに3月31日時点の従業員数。報告期間中 

あるいは他の報告期間と比べて従業員数に重要な変動はなし

男女別

正従業員男性 不二製油グループ 年度末 
時点 4,598 4,579 4,447 4,387 4,536 名

正従業員女性 不二製油グループ 年度末 
時点 1,365 1,295 1,232 1,236 1,263 名

臨時従業員および 
派遣社員（男性）

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 – – – – 145 名

臨時従業員および 
派遣社員（女性）

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 – – – – 190 名

就業時間別
フルタイム 不二製油グループ本社 

および不二製油（株）
年度末 
時点 – – – – 1,581 名

パートタイム 不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 – – – – 13 名

地域別

日本（男性） 国内グループ会社 年度末 
時点 – – – – 1,354 名

日本（女性） 国内グループ会社 年度末 
時点 – – – – 349 名

欧米 欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 1,849 1,862 1,826 1,885 2,077 名

アジア アジアのグループ会社 年度末 
時点 2,231 2,109 2,139 2,033 2,019 名

不二製油グループ 統合報告書 Fact Book 202326 27不二製油グループ 統合報告書 Fact Book 2023

https://www.fujioilholdings.com/pdf/sustainability/download/esg2023.pdf


主な非財務データ

データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

管理職数 総数 不二製油グループ 年度末 
時点 854 880 880 844 877 名 国内、海外ともに3月31日時点の管理職数

地域・男女別

日本（男性） 国内グループ会社 年度末 
時点 361 336 307 297 294 名

日本（女性） 国内グループ会社 年度末 
時点 37 40 34 37 38 名

欧米（男性） 欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 161 178 172 192 215 名

欧米（女性） 欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 61 75 78 83 82 名

アジア（男性） アジアのグループ会社 年度末 
時点 174 183 208 164 170 名

アジア（女性） アジアのグループ会社 年度末 
時点 60 68 81 71 78 名

女性管理職比率

グループの 
女性管理職比率 不二製油グループ 年度末 

時点 – – – – 22.6 % 国内、海外ともに3月31日時点の管理職比率

日本の女性管理職 
比率

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 7.0 9.3 10.5 11.1 11.7 %

日本の組合員最上位
等級の女性比率

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 – – – – 21.8 % 国内の3月31日時点の4等級比率

海外グループ会社社長の現地化比率

欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 – – 75 75 50 % 3月31日時点。連結子会社対象、国内グループ会社は除く

アジアのグループ会社 年度末 
時点 – – 43 31 14 % 3月31日時点。連結子会社対象、国内グループ会社は除く

正社員新規採用者 総数 不二製油グループ 年度末 
時点 – 785 615 958 964 名 国内、海外ともに3月31日時点の採用者数

地域別

日本 国内グループ会社 年度末 
時点 – 69／8.8 58／9.4 84／8.8 95／9.8 名／% 地域別新規採用者数と総数に占める割合（以降同様）

欧米 欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 – 502／63.9 328／53.3 534／55.7 518／53.7 名／%

アジア アジアのグループ会社 年度末 
時点 – 214／27.3 229／37.2 340／35.5 351／36.4 名／%

日本 正社員新規採用者 総数

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 64 53 49 74 75 名 採用時の社員区分が組合員+管理職で抽出

男女別
男性 年度 40／62.5 34／64.2 38／77.6 59／79.7 69／92.0 名／% 男女別正社員新規採用者数と総数に占める割合（以降同様）

女性 年度 24／37.5 19／35.8 11／22.4 15／20.3 6／8.0 名／%

採用種類別
新卒 年度 34／53.1 36／67.9 28／57.1 32／43.2 26／34.7 名／% 採用種類別正社員新規採用者数と総数に占める割合 

（以降同様）

中途 年度 30／469 17／32.1 21／42.9 42／56.8 49／65.3 名／% 年度途中の正社員中途採用数と総数に占める割合

正社員離職者 総数 不二製油グループ 年度末 
時点 – 718 470 633 750 名 2020年度データより離職者の定義を変更したため、2019年

度と比べ人数に差異が発生

地域別

日本 国内グループ会社 年度末 
時点 – 74／10.3 35／7.4 48／7.6 43／5.7 名／% 地域別離職者数と総数に占める割合（以降同様）

欧米 欧州および米州の 
グループ会社

年度末 
時点 – 414／57.7 216／46.0 302／47.7 325／43.3 名／%

アジア アジアのグループ会社 年度末 
時点 – 230／32.0 219／46.6 283／44.7 382／50.9 名／%

日本 正社員離職者 総数
不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 – 30 19 32 33 名

男女別
男性 年度 – 23／76.7 13／68.4 28／87.5 26／78.8 名／% 男女別正社員離職者数と総数に占める割合（以降同様）

女性 年度 – 7／23.3 6／31.6 4／12.5 7／21.2 名／%

勤続平均年数
男性

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度末 
時点 – – – – 17.8 年

女性 年度末 
時点 – – – – 15.4 年

介護休暇利用者数 不二製油グループ本社 
および不二製油（株） 年度 0 3 1 7 12 名

社会
データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

年次有給取得率
不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度*1 63.2 76.6 69.4 69.1 73.9 %
年次有給休暇取得率
目標：65%以上を継続
期間：2021年4 月1日～2026年3月31日

従業員一人当たり実働時間 年度*2 159.1 156.5 158.3 158.4 156.3 時間/月

従業員一人当たり月平均残業時間 年度*2 17.0 16.8 16.3 17.0 16.5 時間/月

再雇用者数
不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

毎年4月時点 – 85 91 97 102 名

再雇用率 年度 – 83.9 87.0 95.6 94.7 % 当該年度9月末と3月末時点の定年退職者合計の正社員の
再雇用率

障がい者雇用数 不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 34 35 33 33 35 名 年度の平均値

障がい者雇用率 年度 2.08 2.16 2.03 2.05 2.13 % 年度の平均値

時短勤務者数 不二製油グループ本社 
および不二製油（株） 年度 25 31 37 35 30 名 年度内の時短・短縮勤務の適用を開始した人

注：2020年度 男性1名含む

当該年度に子が出生した従業員数*3

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 62 57 65 55 62 名 「育児休暇取得者」とは対象に年度によるずれなどが生じる

男女別
男性 年度 47 45 51 44 54 名 子の出生時点で入社していない者も、当該年度中に入社し

ている場合は集計に含める

女性 年度 15 12 14 11 8 名

育児休暇を取得した従業員の総数*4

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 36 56 49 43 40 名

男女別
男性 年度 20 41 37 32 32 名 同一の子に対する2回目の取得は集計に含めない

（同一年度、年度またぎ、いずれも除外）

女性 年度 16 15 12 11 8 名

育児休暇取得率*5

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 – – – – 64.5 % 目標：80%　（2025年度までに達成）

男女別
男性 年度 – – – – 59.3 %

女性 年度 – – – – 100 %

育児休暇平均取得日数

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 – – – – 78 日
・「育児休暇を取得した従業員の総数」の期間を人数で割る
・ 育児休暇終了日は延長される場合があるが、育児休暇報告
時点での申請終了日で日数をカウント（年度またぎ含む）

男女別

男性 年度 – – – – 21 日 同一の子に対する2回目の取得は集計に含めない

女性 年度 – – – – 302 日
・ 女性は出生日～育児休暇終了時日の期間より産後休暇

56日を除く
・ 復職が決定している場合は、復職までを含む

育児休暇から復職後に在籍している 
従業員の総数*6

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 34 56 49 48 40 名 2019年度以前は育児休暇取得者を算出していたが、2020
年度より育児休暇終了者を算出

男女別
男性 年度 19 41 37 32 31 名

女性 年度 15 15 12 16 9 名 注：2019年度は、海外帯同休職へ移行の1名を含む

育児休暇後の従業員の復職率
不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 100 100 100 100 100 % 復職率% = 当該年度復職した人 / 当該年度復職予定の人

男女別
男性 年度 100 100 100 100 100 %

女性 年度 100 100 100 100 100 %

育児休暇後の従業員の定着率*7

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 94 100 100 97 96 % 2019年度以前は育児休暇取得者を算出していたが、2020
年度より育児休暇終了者を算出

男女別
男性 年度 95 100 100 97 97 %

女性 年度 94 100 100 100 94 %

正社員一人当たりの年間平均研修時間 不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 – 7.5 10.0 7.0 6.5 時間
集計対象：人事部門主催の研修に参加した正社員

正社員一人当たりの教育研修費 年度 – 22,378 13,724 15,102 29,440 円

業績とキャリア開発に関して定期的な
レビューを受けている正社員の割合

不二製油グループ本社 
および不二製油（株）

年度 – 100 100 100 100 %

男女別
男性 年度 – 100 100 100 100 %

女性 年度 – 100 100 100 100 %

*1  2019年度まで：前年12月11日～当該年12月10日、2020年度以降：当該年4月1日～翌年3月31日
*2  2018年度まで：当該年3月11日～翌年3月10日、2019年度：2019年3月11日～2020年3月31日、2020年度以降：当該年4月1日～翌年3月31日
*3  a「育児休暇を取得する権利を有していた従業員の総数」（年度内に子が出生した人）
*4  b「育児休暇を取得した従業員の総数」（年度内に育児休暇を開始した人）
*5  b「育児休暇を取得した従業員の総数」/ a「育児休暇を取得する権利を有していた従業員の総数」×100

*6  c「報告期間中に育児休暇から復職した従業員の総数」（年度内に育児休暇を終了した人）
*7 d「育児休暇から復職後、12ヵ月経過時点で在籍している従業員の総数」 
 （前年報告対象者（前年c「報告期間中に育児休暇から復職した従業員の総数」）の中で、12ヵ月経過した時点で在籍している人） 
 定着率% = 当該年度（d）/ 前年度（c）

社会

詳細については、「サステナビリティレポート2023 ESGデータブック」をご参照ください。
https://www.fujioilholdings.com/pdf/sustainability/download/esg2023.pdf
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主な非財務データ

データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

男女間賃金格差（全労働者） 不二製油グループ本社 
および不二製油（株） 年度 – – – – 74.8 %

・ 男性を100とした女性の賃金水準
・ 集計対象は期中入退社を除く1年間の給与支給者で休職者
を含む
・ 賃金は、給料・手当・賞与等の総額。ただし、退職手当や通
勤手当は除く

従業員千人当たり休業災害者数 
（休業災害4日以上） 不二製油グループ*1 年 3.3 2.9 4.7 3.3 3.5 名

労働災害度数率推移 不二製油グループ 
（直接雇用者）*1 年 4.65 6.82 7.49 6.27 4.69 注1参照 主な傷病：裂傷、打撲、骨折、火傷、筋肉痛

地域別
日本 国内グループ会社 

（直接雇用者）*1 年 3.72 2.89 4.03 3.84 1.56 注1参照

海外 海外グループ会社 
（直接雇用者）*1 年 5.09 8.62 9.00 7.33 5.95 注1参照

労働災害強度率推移 不二製油グループ 
（直接雇用者）*1 年 0.037 0.049 0.645 0.054 0.507 注2参照

地域別
日本 国内グループ会社 

（直接雇用者）*1 年 0.018 0.006 0.004 0.036 0.002 注2参照

海外 海外グループ会社 
（直接雇用者）*1 年 0.037 0.068 0.924 0.062 0.711 注2参照

従業員における労働関連の傷害による
死亡者数 不二製油グループ*1 年 – 0 1 0 1 名

従業員における労働関連の傷害による
死亡者の割合 不二製油グループ*1 年 – 0 0.014 0 0.013 %

労働安全衛生 
マネジメント 
システムの導入

対象会社数と割合 不二製油グループ*1 年 – – – – 25/86.2 社数／% 対象会社29社のうち、製造機能を持たない4社を除く

対象となる従業員数
と割合 不二製油グループ*1 年 – – – – 7,281/96.8 名／% 対象会社29社の直接雇用者および間接雇用者7,524名

（2023年12月末時点）に基づき算出

マネジメント認証取得（外部監査実施）
企業の従業員数とその割合 不二製油グループ 年 – – – – 379/5.0 名／%

・ 対象会社29社の直接雇用者および間接雇用者7,524名
（2023年12月末時点）に基づき算出
・ ISO45001を取得の2社を実績値とする

健康診断対象者数

不二製油（株）および 
受診義務出向者

年度 1,464 1,505 1,527 1,482 1,576 名

詳細

受診者数 年度 1,464 1,505 1,527 1,482 1,576 名

受診率 年度 100 100 100 100 100 %

二次検診受診率 年度 94.3 96.0 93.0 98.6 92.6 %

GFSI承認認証 取得グループ会社数 不二製油グループ 毎年度2月時点 – 20 19 19 21 社 グループ会社のうち製造会社24社を対象とする

GFSI承認認証 取得率 不二製油グループ 毎年度2月時点 – 77 79 76 88 %

重要な製品カテゴリーのうち、安全衛生
インパクトの評価を改善のために行って
いるものの割合

不二製油（株） 年度 – 100 100 100 100 %

品質リコール・事故発生件数 不二製油グループ 年度 1 0 0 0 0 件

食育プロジェクト 受講者数 不二製油（株） 年度 526 613 366 1,188 857 名

SDGs for School チョコレート協賛授業
の受講者数

不二製油グループ本社 
および不二製油（株） 年度 – 1,395 320 350 - 名

搾油工場までのトレーサビリティ 不二製油グループ
上期／下期
（1月～12月）
・2022年*2

98／99 99／100 100／100 100／100 100 %  当社グループが調達するパーム油のうち、搾油工場まで 
さかのぼることができるものが占める割合

パーム農園までのトレーサビリティ 不二製油グループ
上期／下期
（1月～12月）
・2022年*2

– – –／71 84／85 93 %  当社グループが調達するパーム油のうち、パーム農園まで
さかのぼることができるものが占める割合

パルマジュ エディブル オイル（マレーシア）
の全サプライヤーへの労働環境改善
プログラム適用率

不二製油グループ 年度 – 10 10 27 61 %

カカオ栽培地域に対する植樹 不二製油グループ 年度 – – 10,000 100,000 60,000 本

*1 機能会社等を除くグループ会社29社（うち、日本に在する連結子会社は不二製油（株）と合わせ1社と数える）を対象とする
*2 2022年4月～2023年3月
注： 1  労働災害による被災者数/100万延労働時間
  2  労働時間喪失日数/1,000延労働時間

社会 ガバナンス
データ 範囲 集計期間 2018 2019 2020 2021 2022 単位 参考情報

取締役　総数
不二製油グループ 

本社
6月末日
時点

– 10 9 8 12 名
2022年度：監査等委員会設置会社へ移行
　 取締役総数（監査等委員を含む） 12名 
（うち監査等委員取締役　3名）
　 -  社外取締役（監査等委員を含む） 7名 
（うち独立社外取締役　6名）

　 - 女性取締役 2名
男女別

男性 – 9 8 7 10 名

女性 – 1 1 1 2 名

独立社外取締役 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

2 3 3 3 6 名 2022年度：独立社外取締役監査等委員2名を含む

社外取締役 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

2 3 3 4 7 名 2022年度：社外取締役監査等委員2名を含む

取締役任期 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

1 1 1 1 1 年

取締役会議長 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

取締役社長 取締役社長 取締役社長 取締役社長 取締役社長 ー

取締役会　開催回数 不二製油グループ 
本社 年度 16 20 16 16 16 回

社外取締役の取締役会出席率 不二製油グループ 
本社 年度 100 100 100 100 100 %

監査役会・監査等委員会　総数
不二製油グループ 

本社
6月末日
時点

4 4 4 4 3 名

男女別
男性 4 4 4 4 3 名

女性 0 0 0 0 0 名

常勤監査役・常勤監査等委員 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

2 2 2 2 1 名

独立社外監査役・独立社外取締役監査等委員 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

2 2 2 2 2 名 2022年度：監査等委員の人数で記載

監査役・監査等委員任期 不二製油グループ 
本社

6月末日
時点

4 4 4 4 2 年 2022年度：監査等委員の任期で記載

監査役会・監査等委員会　開催回数 不二製油グループ 
本社 年度 12 13 12 12 12 回

常勤監査役の監査役会・常勤監査等委員の 
監査等委員会出席率

不二製油グループ 
本社 年度 100 100 100 100 100 %

独立社外監査役の監査役会・独立社外取締役
監査等委員の監査等委員会出席率

不二製油グループ 
本社 年度 100 100 100 100 100 %

取締役（監査等委員・社外取締役除く）報酬等
の総額

不二製油グループ 
本社 年度 299（8名） 296（7名） 238（8名） 178（6名） 164（5名） 百万円 2022年度：期中の退任取締役1名含む

監査役／監査等委員（社外監査役・ 
社外取締役監査等委員除く）報酬等の総額

不二製油グループ 
本社 年度 52（2名） 54（2名） 54（3名） 54（2名） 34（2名） 百万円 2022年度：期中の退任監査役1名含む

社外取締役　社外監査役・社外取締役監査等
委員　報酬等の総額

不二製油グループ 
本社 年度 43（5名） 51（6名） 54（6名） 58（7名） 67（7名） 百万円 2022年度：期中の新任取締役1名含む

報告期間中に生じた差別事例の総件数 国内グループ会社 年度 – 3 2 2 6 件 内部通報制度で寄せられたハラスメントの数

重大な法規制違反の総数 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 件

重大な法規制違反に対する罰金が発生した事案 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 件

重大な法規制違反に対する罰金以外の 
制裁措置が発生した事案 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 件

重大な法規制違反に対する罰金の総数 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 件

当該報告期間に発生した重大な法規制違反に 
対する罰金 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 円

過去の報告期間に発生した重大な法規違反に 
対する罰金 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 円

腐敗防止に関する組織の方針や手順の伝達対象
となったガバナンス機関メンバーの総数／割合

不二製油グループ 
本社 年度末時点 – 10／100 9／100 8／100 12／100 名／%

「贈収賄防止基本規程」の適用範囲はグループ 
会社全役員・従業員であり100%

腐敗防止に関する方針や手順の伝達対象となった
従業員の総数／割合 不二製油グループ 年度 – 5,874／100 5,679／100 5,623／100 5,799／100 名／%

地域別

日本 国内グループ会社 年度 – 1,903／100 1,714／100 1,705／100 1,703／100 名／%

欧米 欧州および米州の 
グループ会社 年度 – 1,862／100 1,826／100 1,885／100 2,077／100 名／%

アジア アジアの 
グループ会社 年度 – 2,109／100 2,139／100 2,033／100 2,019／100 名／%

確定した腐敗事例の総数 不二製油グループ 年度 – 0 0 0 0 件

詳細については、「サステナビリティレポート2023 ESGデータブック」をご参照ください。
https://www.fujioilholdings.com/pdf/sustainability/download/esg2023.pdf
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お問い合わせ先

不二製油グループ本社株式会社
財務・IRグループ IRチーム

〒105-7309 東京都港区東新橋1丁目9番1号 東京汐留ビルディング
TEL：03-4477-5416

FAX：03-4477-5417

URL：https://www.fujioilholdings.com


